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「公益法人の設立許可及び指導監督基準の運用指針」について（抄） 

（平成８年１２月１９日公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会申し合わせ） 

 

○基本財産制度関係 

（基準） 

５．財務及び会計 

(4) 基本財産の管理運用は、寄附者が寄附する際にその管理運用方法を指定した場合を除

き、固定資産としての常識的な運用益が得られ、又は利用価値が生ずる方法で行うこと。 

（運用指針） 

(1) 財団法人の基本財産は、財団法人の人格の基礎であり、公益活動を行うための収入の基

本となる重要な財産であることから、その管理運用に当たっては、これが減少することは厳

に避ける必要があるとともに、さらに、公益事業のために資する価値を生ずるように活用しな

ければならない。 

(2) したがって、基本財産の管理運用は、安全、確実な方法、すなわち元本が確実に回収でき

るほか、固定資産としての常識的な運用益が得られ、又は利用価値を生ずる方法で行う必

要があり、次のような財産又は方法で管理運用することは、原則として適当でない。 

① 価値の変動が著しい財産 

    ……株式、株式投資信託、金、外貨建債券等 

② 客観的評価が困難な財産 

    ……美術品、骨董品等 

③ 減価する財産 

    ……建築物、建造物等減価償却資産 

④ 利子又は利用価値を生じない財産 

    ……現金、当座預金、事務所用施設 

⑤ 換金の容易な財産 

    ……普通預金、預入期間の短い定期預金等の流動資産 

⑥ 回収が困難になるおそれのある方法 

    ……融資 

(3) ただし、博物館の運営を事業とする法人等が、美術品、骨董品等の財産を保全する必要

があることから、基本財産とする場合などは、好ましいものと考えられるなど、所管官庁が指

導を行うに当たっては、当該公益法人の目的等も十分考慮する必要がある。 

 



 

○評議員会制度関係 

（基準） 

４．機関 

(4) 評議員及び評議員会 

① 財団法人には、原則として、評議員を置き、また、理事及び監事の選任機関並びに当

該法人の重要事項の諮問機関として評議員会を置くこと。 

② 評議員は、理事会で選任すること。 

③ 評議員は、原則として理事又は監事を兼ねないこと。やむを得ず評議員が理事を兼ね

る場合においても、その割合は、評議員会を実質的に支配するに至らない程度にとどめ

ること。 

④ 評議員及び評議員会に関し、前記(1)－①、③、④、⑦を準用するとともに、同一の親

族、特定の企業、所管する官庁の出身者及び同一の業界関係者が占める割合は、評議

員会を実質的に支配するに至らない程度にとどめること。 

 

（上記(4)④で準用される「前記(1)－①、③、④、⑦」） 

(1) 理事及び理事会 

① 理事の定数は、法人の事業規模、事業内容等法人の実態からみて適正な数とし、上限と下限の幅が

大きすぎないこと。 

③ 理事の任期は、原則として２年を基準とすること。 

④ 理事の任期の満了又は辞任に伴う後任理事の選任については、速やかに行うものとし、後任の理事

が選任されるまでの間、なお職務を行う義務があることを定めること。 

⑦ 理事会については、理事の多数の意思が適正に反映されるように、その成立要件及び議決要件等を

定めること。 

（運用指針） 

(1)  財団法人は、社団法人と異なり、意思決定機関である社員総会を持たないため、理事の

職務権限が大きく、事業運営上、独断専行が生じやすい。そこで、民法上規定がないが、財

団法人に理事等の執行機関を客観的立場から牽制し、業務執行の公正、法人運営の適正

を図る機関として評議員及び評議員会を設置する必要がある。 

   評議員会には、理事等の業務執行の適正化を図る役割を果たすため、理事の選任機能

や重要事項の諮問機能を持たせる必要があるが、これに加え、理事の監督、重要事項の決

定等を行わせることも可能である。 

(2) 評議員会は、このように理事会から独立した機関として理事等の執行機関を牽制する役

割が求められているため、評議員が理事又は監事を兼ねることは適当ではない。評議員が

理事を兼ねなければならない特別の事情がある場合でも、評議員会を実質的に支配できな

い程度の割合にとどめる必要がある。 

   また、評議員会と理事会の相互牽制の観点から、評議員は理事会で選任することとする

必要がある。 

(3) 評議員の定数については、理事と同様、法人の事業規模、内容等から見て適切なものに

する必要があるが、理事会を牽制する役割からみて、理事と同数程度以上であることが好

ましい。 

 



 

 

(4) 評議員の任期については、理事の場合と同様の理由から、原則として２年を基準とする必

要がある。また、同一の親族、特定の企業、所管する官庁の出身者及び同一の業界関係者

の評議員に占める割合は、それぞれ評議員会を実質的に支配できない程度（２分の１以内）

にとどめることが必要である。 

 

 


